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PRI
国土交通政策研究所はじめに

「エイジング・イン・プレイス」とは

「高齢者の自宅・地域にとどまりたいという根源的な願いに応
え、虚弱化にもかかわらず、高齢者が尊厳をもって自立して自
宅・地域で暮らすことをいう。施設への安易な入所を避けるため
に注目されてきた概念であり、施設入所を遅らせたり、避ける
効果がある」

※松岡洋子(2011) 「エイジング・イン・プレイスと高齢者住宅」による
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PRI
国土交通政策研究所１ 研究の背景・目的
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研究の背景

・都市郊外において高齢化が進む中、高齢者の多くは自宅で住み
続けることを希望

・その一方、商店の撤退など利便性の低下、高齢社会におけるライ
フスタイルの変化により、地域での居住には多くの課題

・地域での居住を継続するため、公的サービスだけでは不足する
サービスを補う仕組みが必要

研究の目的

・「地域で居住を継続する」という視点での住民の課題を把握し、そ
の解決に向けた住民主体の地域のあり方を検討する

・特に都市郊外の住宅団地において、住民の課題解決やニーズに
応えるために必要なサービスのあり方を検討する



PRI
国土交通政策研究所２ 研究内容
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・エイジング・イン・プレイスに資する生活支援に関する調査研究
H30 移動販売に関する調査

郊外団地における移動販売の評価、先行事例研究
R1 移動販売を含めた生活支援サービスに関する調査

郊外団地で求められる生活支援の検討、先行事例研究

・エイジング・イン・プレイスに向けた取組
H29～ 日米共同研究

米国現地調査
・高齢者向け住宅の供給
（補助制度による供給、シェアリングなど）
・高齢者の生活を支える生活支援
（Villageモデル、NORC-SSP、シニアセンターなど）

研究の全体像

国内研究

海外研究

本日の発表



PRI
国土交通政策研究所３ 地域居住を支える生活支援に関する調査
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住宅団地においてエイジング・イン・プレイスを実現するた
めに必要なサービスについて、実現に向けて地域主体で検
討する

サービスの実装に向けた活動への移行
・新たな団体の立ち上げ
・住民が意見交換できるサロンの試行

調査内容

生活支援サービス（移動販売など）のニーズや、
地域での居住に関することについて住民アンケート

住民アンケートも踏まえながら、住民を中心とした
検討会（ワークショップ）を地域で実施

調査地域

多摩ＮＴ： 多摩ニュータウン内のスーパー等のない団地
（集合住宅（賃貸・分譲）、戸建て住宅等が混在）

茨城戸建：茨城県内のスーパー等のない戸建住宅団地



PRI
国土交通政策研究所住民アンケートの結果①（住まいの意向）
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一人で生活することが困難になった場合、住居についてどのように考えていますか？

38%

18%

12%

29%

12%

5%

7%

51%

17%

7%

22%

10%

6%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

現在の住居にそのまま住み続けたい

（改修しない）

現在の住宅を改修し住みやすくする

サービス付き高齢者住宅に入居する

特別養護老人ホームなどの施設に入居する

有料老人ホームなどの施設に入居する

子や親族などの家に移って世話をしてもらう

その他

多摩NT 茨城戸建

（N=596） （N=744）



PRI
国土交通政策研究所住民アンケートの結果②（住まいの活用意向）
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Q 今の家に住めなくなったとき、住居をどのように活用したいですか？

36%

47%

24%

36%

2%

2%

2%

6%

3%

7%

32%

3%

1%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

多摩NT

茨城戸建

子や家族に譲りたい 売却したい 賃貸に出したい

特に何もしたくない その他 無回答

無効回答



PRI
国土交通政策研究所住民アンケートの結果③（生活支援の必要性）
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Q 移動販売などの生活支援サービスは必要だと思いますか？

多摩NT

茨城戸建

70%

59%

48%

7%

9%

4%

8%

14%

14%

14%

18%

34%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

移動販売

家事支援

その他生活支援サービス

（宅配サービス等）

89%

63%

58%

2%

5%

2%

3%

12%

10%

6%

20%

30%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

移動販売

家事支援

その他生活支援サービス

（宅配サービス等）

はい いいえ わからない 無回答



PRI
国土交通政策研究所住民アンケートの結果④（困った時に頼る人）
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Q 困ったときに相談に乗ってくれたり手助けをしてくれる人はいますか？

40%

44%

22%

14%

7%

8%

7%

5%

2%

1%

3%

4%

4%

2%

16%

23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

多摩NT

茨城戸建

同居している人 近くに住んでいる家族・親族

近くに住んでいる友人等 遠くに住んでいる家族・親族

遠くに住んでいる友人等 相談に乗ってくれたり、手助けを

してくれたりする人はいない

無回答 無効回答



PRI
国土交通政策研究所住民アンケートの結果⑤（人を助ける意識）
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Q まわりの人が困っているとき、助けようと思いますか？

56%

61%

20%

21%

14%

13%

10%

5%

1%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

多摩NT

茨城戸建

知っている人ならば助けたい 誰でも助けたい

特に助けたいとは思わない 無回答

無効回答



PRI
国土交通政策研究所住民アンケートの結果⑥（人を助ける意識）
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Q 地域でボランティア活動に参加しようと思いますか？

4%

5%

31%

37%

33%

34%

20%

17%

13%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

多摩NT

茨城戸建

ぜひ参加したい できるだけ参加したい あまり参加したくない

参加したくない 無回答



PRI
国土交通政策研究所住民アンケートの結果⑦（くつろげる場所）
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Q 何も用事がなくても行ってくつろげる場所がありますか？

7%

8%

23%

31%

16%

21%

41%

33%

11%

8%

2%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

多摩NT

茨城戸建

地域の中にある 地域の外にある

地域の内外にある そのような場所はとくにない

無回答 無効回答



PRI
国土交通政策研究所アンケートのまとめ

・今の住宅での居住を継続したい住民が半数

・生活支援が必要なことは認識している

・「助ける」意識はある。その一方、地域に頼れる知人等は
いないことから、助けてもらおうという意識は弱い。

・地域の活動への参加意向がある人は半数弱

・地域内に「第三の場」のある人は多くない
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アンケートの結果から

・「すまい」をどうしていくか考えられていない

・支援が必要になる「イメージ」がまだ明確でない

・「助ける」意識があっても、きっかけがない

・地域に用事がなくても行き、くつろげるような場所が少ない

課題



PRI
国土交通政策研究所住民ヒアリング・意見交換から
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・高齢者が多数を占める地域をどうしていくか、地域で考える必要がある

・生活支援が必要な人を助けたいと考えているが、どうしたらよいのかわからない
ので後押ししてほしい

・移動販売では、住民有志が手伝うこともできる

・地域に誰でも利用でき、好きなことができる場所がほしい

・多様な世代の人に地域に参加してほしい

・高齢者・子育て世代が助け合えればよいのではないか

今後に向けた課題、資源

・若年層との意見交換

・地域の事業者とも連携し、「居場所」の設置や

新たな活動の検討

★有識者の意見を踏まえ

◎地域の資源・財産をどのように活用していくかを地域で考える仕組み

◎「互助」「地域活動」は生活支援としての視点も大事だが、「高齢者自身の社会
参加」という視点での仕掛けを用意する

今後の活動方針



PRI
国土交通政策研究所

米国調査の経緯＝米国住宅都市開発省との研究に関する覚書
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４ 米国の事例調査

覚書締結時の記者発表資料から



PRI
国土交通政策研究所
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覚書締結時の記者発表資料から



PRI
国土交通政策研究所４ 米国の事例調査

これまでの共同研究の成果

（米国における主な調査事例）

・Villageモデル
・NORC-SSP
・シニアセンター、ウェルネスセンター

・高齢者住宅（ケア付き、シェアハウスなど）

※参考

日本における主な調査事例

・団地における地域医療福祉拠点化、再生などの取組

・民間住宅団地を持続可能にする多様な取組

18



PRI
国土交通政策研究所高齢者の居住を支えるコミュニティ活動①

★活動内容

（生活支援サービス）

・家事支援・小修繕等

・移動支援（自動車での送迎）

・買物支援

（買物先への移動または配達）

・パソコンや機械製品の使用サポート

・公的サービス以外のケアのコーディ
ネート

・電話による見守り
19

Villageモデル
【Villageとは】
・草の根（grassroot）の、地域住民主体で行われる生活支援等のサービスの仕
組み

・高齢者に生活支援サービスや多様なアクティビティーを提供する会員制のグ
ループ（会費は年間500～700ドル程度）
・生活支援サービスは、会員同士の互助、または地元・近隣の事業者による
サービスを安価で紹介

★多様なアクティビティー

・住民同士の話し合い、美術館訪問、
史跡めぐり、小旅行

・趣味のグループ活動（料理、芸術、
映画、読書など）

・エクササイズ教室、グループでの
ウォーキング、カヤッキング、ヨガ

・会食会

・若者との交流



PRI
国土交通政策研究所高齢者の居住を支えるコミュニティ活動①

ワシントンD.C. の市内中心部で活動する、全米でも初期に成立したVillage
（全米最初のVillageは、ボストンのBeacon Hill Village（2002年））

【立ち上げのきっかけ】

住民有志の話し合いの中から必要性が共有され、活動を検討

Beacon Hill Village の活動を手本に、2007年に発足
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Capitol Hill Village

【予算（左：収入、右：支出）】

24%

55%

12%

8%1%

会費 補助金等
キャンペーン等 イベント
その他寄付

62%

2%
1%

13%

6%

16%

人件費 家賃等
保険 相談料等
会議費 その他（旅費等）



PRI
国土交通政策研究所高齢者の居住を支えるコミュニティ活動①

Grahamほか (2018) によれば、下記の効果が挙げられている

・調査対象者の7割が知り合いが増え、半数が他者とのつながりが増えたと
感じると回答

・約8割が、今の家に住み続けることができる可能性が高まったと感じてい
ると回答

・約半数が以前より幸福を感じ、6割がＱＯＬの向上を感じている

Carrie L. Graham, Andrew E. Scharlach & Elaine Kurtovich(2018): Do Village Promote Aging in Place?  
Results of a Longitudinal Study, Journal of Applied Gerontology, 37(3), 310-331.
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Villageモデルの効果

・地域の特性に応じ、サービスを地域で立ち上げ、公的財源に頼ら
ない仕組みとして有効ではないか

・地域コミュニティの活性化、住民の生活の質向上にも効果的ではな
いか



PRI
国土交通政策研究所高齢者を支えるコミュニティ活動②

（Naturally Occurring Retirement Communities Support Service Program）

・自然発生的に高齢者が集住している集合住宅（または近隣
地区）における高齢者向けサービス

・建物内（または地区内）でサービスを受けることができる

・健康づくりの講座などを提供

NORC-SSPとVillageモデルの違い
・運営主体（NORCは社会事業運営者や住宅提供事業者等、
Villageは地域住民等）
・費用の負担者（NORCは行政の補助を受け、Villageは会員
から会費を徴収して運営）

NORC-SSP



PRI
国土交通政策研究所高齢者を支えるコミュニティ活動③

・高齢者のコミュニティ施設として、全米の多くの都市で設置さ
れている

（ニューヨーク市では、250か所のセンターに資金を供給）
・集合住宅の一角に設置されているところもある

・生きがいづくりの講座などを提供

・多言語対応などの配慮が
なされているセンターもある

・昼食の提供（無料または少額）

シニアセンター



PRI
国土交通政策研究所高齢者向け住宅①

Asbury Dwellings（ワシントンD.C.）
【建設補助】

Section 202：高齢者向けサポート住宅建設のための補助制度
【家賃補助】

Section 8：低所得世帯対象の家賃補助制度
世帯月収の3割程度を支払う
残りは住宅都市開発省（HUD）による補助

＜住民向けサービス＞

（多くは住宅提供に付随したサービス）

・24時間の見守り、コンシェルジュサービス
・コミュニティセンター等におけるアクティビティの提供

（朗読、音楽など）

・パソコン講習

・ランチの提供 24

いずれもHousing Act



PRI
国土交通政策研究所高齢者向け住宅②

Affordable Living for the Aging（ロサンゼルス）
（高齢者向けに手ごろな家賃の住宅を供給するNPO法人）
【シェアハウス】

・居住スペース（ワンルームとバスルーム）は個室、キッチン・リビングを7
人で共有することで、家賃を抑えた住宅

・居住者はリストから選ばれ、無関係の人達とマッチングされる

・コーディネーターが生活サービスの利用や健康管理をサポート

【Janet Witkinセンター】
・17室のワンベッドルームがある高齢者住宅。うち6室は医療・精神面で
ケアの必要な高齢者向けのLA郡のプログラムに利用
・それ以外の部屋は62歳以上の低所得者向け
・所得によって家賃が異なる。Section8家賃補助適用者は月収の3割を
上限に支払う

25



PRI
国土交通政策研究所５ まとめ

・高齢者の多くは、可能な限り自宅（地域）に住み続けたい

・社会参加がポイント

＝活動できる住民が活躍する地域にする仕掛けづくり

・多様な住民（従来地域に参加できていない人や若年層）が参
加できる機会の提供

【米国の事例から】

・高齢者向けの集合住宅における見守りやアクティビティーの
提供

→住宅と福祉の問題に一体的に取り組み
・地域住民等によるコミュニティでのサービスの提供、互助

→活動資金を行政に依存しない仕組み
・リーズナブルな家賃となる工夫（補助制度やシェアハウス） 26



PRI
国土交通政策研究所５ まとめ
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今後の取組

（主に住宅団地における）高齢者の生活を支えるサービス等を充実さ
せ、可能な限り地域で住み続けることができる仕組みづくり

本研究では、現状の公助・共助・互助の「スキマ」に着目

・民間事業者と地域の連携による、新たなサービスの創出
・地域で費用負担も考える「地域の団体」のあり方の検討

→今後「住宅地」に仕掛けていくべき人材、場所や仕組みを探る
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